
［ 推奨事業メニュー分等 約1.4兆円 ］
コロナ禍に引き続き物価高対策支援等が実施され、地域の実情に応じた生活
者・事業者への支援が実施された。

令和５年度に完了した全事業を対象に調査。地域の実情に応じて、約2.0兆円の交付金が活用された。

地方創生臨時交付金（令和５年度分）効果検証のとりまとめ概要

【有識者の意見・評価】

○ 原油価格・物価高騰による影響が長引くなかで、地域によって求められる支援が変化しており、即応性がある支援が求められる状況であったなか、

地方公共団体の特性に応じた生活者支援・事業者支援が実施されたことが確認された。

○ 低所得世帯への給付は、「支給期間における生活保護者の増加の抑制」や、「給付金を支給した世帯のほとんどが給付金を生活費に充当しており、

家計の支援に一定の効果があった」等の効果が確認されており、暮らしの下支えに一定の効果があったと評価できる。

政令市・中核市・
特別区

都道府県

その他市町村

○ 都道府県や大規模市町村では、医療・介護施
設等への支援や中小企業に対する支援に係る
割当率が高い。

○ 小規模市町村では、子育て世帯への支援や
消費下支えを目的とした全世帯向けの支援に
係る割当率が高く、地域経済の活性化も重視。

【推奨事業メニュー別交付金割当率（団体区分別）】

計6,992億円

計2,110億円

計3,086億円

9.1%

24.9%

21.8%

10.7%

13.6%

30.5%

23.9%

22.4%

7.3%

14.6%

7.8%

23.3%

15.0%

7.7%

7.8%

5.9%

2.6%
1.4%

3.7%

10.2%2.1%2.3%3.6%

6.2%1.6%

17.2%

2.8%

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

消費下支え等を通じた生活者支援

省エネ家電等への買い替え促進による生活者支援

医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

農林水産業における物価高騰対策支援

中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援

地域公共交通や地域観光業等に対する支援

推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援

【推奨事業メニュー分の活用状況】

○ 物価高騰の影響を受けた生活者・事業者に対し、地域の実情に応じて必要な支援をき
め細かく実施できるよう、令和５年11月に重点支援地方交付金を追加。生活者・事業者に
対する支援により重点的・効果的に活用されるよう、引き続き推奨事業メニューを提示。

【地域経済活性化への効果認識（典型的事業のみ）】

非常に効果的であった

53.2%
効果的であった

46.4%生活者支援分

効果的であった

57.0%
事業者支援分

非常に効果的であった

効果的であった

あまり効果的でなかった

効果的ではなかった非常に効果的であった

42.6%

○ ほぼすべての事業で、生活者・事業者への支援に効果的であったと回答。

0.4%
0.0%

0.4%
0.1%

［ 低所得世帯支援枠 約0.6兆円 ］
物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の負担軽減を図るため、住民税非課税
世帯に対し給付金を支給。

○ 令和５年３月に使用決定した予備費を活用し、住民税非課税世帯に対し３万円を支給
（以下「３万円給付」という ）。
○ 令和５年１１月に措置した補正予算を活用し、住民税非課税世帯に対し７万円を支給
（以下「７万円給付」という）。

【低所得世帯支援枠の概要】

【地方公共団体から確認された効果認識に関する声】

【支給対象の拡大を行った地方公共団体数】

○ 住民税非課税世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持し、生活保護者
（要保護、準要保護含む）の増加の抑制あるいは生活改善などに貢献。
○ 「コロナ禍で生活が苦しくなった」と回答した世帯が86％を占めており、給付金の使途に
ついても86％の世帯が生活費に充てていることから、給付金の支給は、家計の支援に一
定の効果があったと考える。
○ 物価高騰に直面し影響をうけている低所得者への支援となり、個人消費の拡大により
新型コロナウイルス感染症感染拡大による売上減少や物価高騰の影響を受けている町
内業者への支援、地域経済の活性化に繋がった。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

348
(24%)

1,074
(76%)

1,146
(84%)

３万円給付 ７万円給付

○ ３万円給付では24％、７万円給付では16％の
団体が支給対象を拡大。

○ 住民税非課税世帯だけではなく、住民税均等
割のみ課税世帯やひとり親世帯も給付対象に含

めるなど、地域の実情に応じて支給対象を拡大
していた。

223
(16%)



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対応
重点支援地方創生臨時交付金（令和５年度分）
の効果検証に係る報告書
【概要版】
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令和７年７月



1

資料構成

２．重点支援地方交付金等 p.7~

１．効果検証の全体像 p.2~

３．低所得世帯支援枠 p.18~

４．有識者からの意見・評価 p.23~



2

効果検証の全体像 【アンケート調査の実施】
１．効果検証の全体像

Step. 1 アンケート調査様式の作成・送付 Step. 2 回答結果の集計・分析

調査対象 調査事項
 令和5年度実施計画事業
 過年度実施計画事業のう

ち、令和5年度への繰越事
業

☛全23,133事業*

 事業分類
 交付金充当額
 定量的指標の設定状況*
 事業の実績・効果*
*調査対象は「典型的事業」に該当
する事業のみ

 各団体における任意選定
3事業*

*地方単独事業分より1事業、重点
交付金分より2事業

 事業実施の経緯
 交付金活用プロセス
 今後に向けた検討状況
 事業の具体的実績・効果

 申請受付期間、支給期間
 支給方法、支給額
 交付金活用プロセス
 支給の実績・効果 等

 経済対策分野別
 事業分類別
 団体特性別

事業分類

主な集計・分析項目

 団体による効果認識状況
 分野別事業効果概要事業効果

 事業実施前後の取組実施状況
（事前の定量的指標の設定、

事後の効果計測等）

活用
プロセス

 無料検査の実施件数
 検査拠点数検査実績

 検査結果の活用が確認された
イベント等の事例

検査の
活用事例

 検査拠点拡大に向けた取組・工夫
 事務費の活用状況取組・工夫

*令和５年度実施計画事業のうち、今年度調査で回答があった自治体の事業数と昨年度調査で令和５年度以降繰越と回答があった事業数の合計

コロナ交付金

全般調査
様式

個別調査
様式

給付金
（低所得世帯

支援枠）

個別調査
様式

1

2

物価交付金

全般調査
様式

個別調査
様式

3

4

5

 令和5年度実施計画事業

☛全10,519事業

 事業分類
 交付金充当額
 定量的指標の設定状況*
 事業の実績・効果*
*調査対象は「典型的事業」に該当
する事業のみ

 各団体における任意選定
2事業*

*地方単独事業分より1事業、重点
交付金分より2事業

 事業実施の経緯
 交付金活用プロセス
 今後に向けた検討状況
 事業の具体的実績・効果

 令和５年３月予備費による
３万円給付（本報告書にお
いて「３万円給付」という）

 令和５年11月補正予算によ
る７万円給付（本報告書に
おいて「７万円給付」という）
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効果検証の全体像 【ヒアリング調査の実施】
１．効果検証の全体像

 物価高騰対応分・重点支援地方交付金分については、令和5年度実施計画事業のうち、アンケート調査や報道等を通じて事業実
施の経緯や交付金活用事業による効果面で特徴が見受けられた事業についてヒアリング調査を実施。

 低所得世帯支援枠分については、迅速かつ漏れのない給付金支給に向けた取組に力を入れており、支給による効果の把握に努め
ている地方自治体についてヒアリング調査を実施。

Step. 1 ヒアリング対象団体・事業の選定 Step. 2 ヒアリング調査の実施

低所得世帯支援枠分

 令和5年度実施計画事業からは、以下の観点を考慮してヒアリン
グ対象とする10事業を抽出
 事業の検討段階において、定量データを活用した分析を行っており、

優れた効果が発現していると考えられる事業
 交付金の使途や確認された効果について、報道等で取り上げられ

た事業

 以下調査項目に沿って地方公共団体へのヒアリングを実施
1. 臨時交付金事業実施の概要・実施経緯
2. 事業実施による効果
3. 交付金活用プロセスにおける取組内容
4. 事業実施後の継続的な取組実施状況

 以下対象へのヒアリングを実施（計2団体）

 迅速かつ漏れのない給付金支給に向けた取組に力を入れており、
給付金支給による効果把握を試みている地方自治体

 以下調査項目に沿ってヒアリングを実施
1. 新型コロナウイルス感染拡大による影響
2. イベント開催時の感染拡大防止に向けた取組
3. イベント開催による経営・地域経済への効果

物価高騰対応分・
重点支援地方交付金分

（令和5年度完了事業）



4

令和5年度完了事業への充当金額はコロナ交付金分で1.7兆円、物価交付金分で0.3兆円。
物価交付金分は低所得世帯支援枠が6割以上を占めていた。

１．効果検証の全体像＿令和5年度の充当実績

交付金区分別の交付金充当実績

4,373
(25.5%)

３万円給付
（低所得世帯支援枠）

11,250
(65.5%)

重点交付金

1,560
(9.1%)

地方単独事業

17,183億円

69
(2.6%)

給付金・定額減税一体支援

1,661
(62.3%)

７万円給付
（低所得世帯支援枠）

937
(35.1%)

推奨事業メニュー

2,666億円

コロナ交付金分 物価交付金分
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重点支援地方交付金の推奨事業メニュー

出所）令和4年11月8日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における『電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金』の取扱いについて」
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経済対策分野別の臨時交付金事業数・充当額・割当率
１．効果検証の全体像＿交付金区分別

物価交付金コロナ交付金
項目

割当率充当額事業数割当率充当額事業数

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止

ーーー（100％）1,560億円3,440事業１．ウィズコロナ下での感染症対応の強化

物価交付金コロナ交付金
項目

割当率充当額事業数割当率充当額事業数

43.4 ％406 億円1,373 事業35.5％3,992 億円6,121 事業（生活者支援）

4.6 ％44 億円290 事業3.1％344 億円761 事業①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

20.6 ％194 億円640 事業14.6 ％1,637 億円2,959 事業②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

17.3 ％162 億円408 事業16.1 %1,813 億円2,123 事業③消費下支え等を通じた生活者支援

0.7 ％7 億円35 事業1.8 %197 億円278 事業④省エネ家電等への買い替え促進による生活者支援

43.8 ％411 億円1,692 事業55.1%6,197 億円8,648 事業（事業者支援）

22.3 ％209 億円838 事業19.2 %2,158 億円3,024 事業⑤医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支
援

8.6 ％80 億円472 事業10.9 %1,224 億円2,414 事業⑥農林水産業における物価高騰対策支援

7.3 ％68 億円220 事業18.8 ％2,114 億円1,834 事業⑦中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援

5.7 ％54 億円207 事業6.2 ％700 億円1,376 事業⑧地域公共交通や地域観光業等に対する支援

12.8 ％120 億円269 事業9.4 ％1,061 億円1,156 事業⑨推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援

【通常分】

【物価高騰支援分】
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生活者支援分／事業者支援分の事業数および交付金充当額の比較
２．重点支援地方交付金等_事業実施状況

• 事業数、交付金充当額共に事業者支援分が多く実施された。
• 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援も1割弱確認された。

生活者支援／事業者支援分の事業数の比較

7,494
(39%)

10,340
(54%)

1,425
(7%)

生活者支援
事業者支援
推奨事業メニューよりも
更に効果があると
考える支援

19,259事業

生活者支援／事業者支援分の交付金充当額の比較

4,398
(36%)

6,608
(54%)

1,181
(10%)

生活者支援
事業者支援
推奨事業メニューよりも
更に効果があると
考える支援

12,187億円
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交付対象経費1.7兆円に対して、令和5年度完了事業における交付金充当総額は1.4兆円
２．重点支援地方交付金等

コロナ交付金を充当し、令和5年度中に完了した事業は、19,365事業（提出が確認された全事業の83.7%）。
一方、物価交付金を充当した事業は次年度繰越が目立った。

調査対象事業における事業実施状況[事業数ベース] 交付対象経費に対する令和5年度完了事業における臨時交付金充当実績

13,747
(78.7%)

令和5年度完了事業
における交付金充当

[単位：億円]

※令和5年度対象事業は令和5年度実施計画事業に加え、令和2,3,4年度実施計画事業のうち令和5年度以降に繰り越された事業。
令和4年度対象事業は令和4年度実施計画事業に加え、令和2,3年度実施計画事業のうち令和4年度以降に繰り越された事業。
令和3年度対象事業は令和3年度実施計画事業に加え、令和2年度実施計画事業のうち令和3年度以降に繰り越された事業。
令和2年度対象事業は令和2年度実施計画事業。

17,476
億円

5.3%
(4,687)

1.9% (435)

79.9%
(70,179)

令和2年度
対象事業

[n=87,886]

1.7%
(1,501)

6.3% (1,463)

83.7% (19,365)
令和5年度
対象事業

（コロナ交付金）
[n=23,133]

55.9% (5,879)

2.5% (258)

31.7% (3,334)
令和5年度
対象事業

（物価交付金）
[n=10,519] 4.3%

(3,022)

4.3% (3,030)

7.5%
(5,253)

83.9%
(58,825)

令和4年度
対象事業

[n=70,130] 3.5%
(2,328)
6.2%

(4,168)

7.5%
(5,018)

82.9%
(55,823)

令和3年度
対象事業

[n=67,337]

10.0% (1,048)

8.1% (1,870)

13.1%
(11,519)

未実施
令和6年度（令和3/4/5年度）以降繰越

令和5年度（2/3/4年度）完了（交付金充当無し）
令和5年度（2/3/4年度）完了（交付金充当）
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生活者支援分、事業者支援分で事業実施手法に違いが確認された。
２．重点支援地方交付金等

重点交付金分の支援方法

個別調査対象事業*のみ
*各団体における生活者支援分任意選定1事業

（サンプル調査）

生活者支援分 事業者支援分

• 生活者支援分は事業の6割強が生活者への直接給付で実施されていた。
• 事業者支援分においては9割以上が支援対象を補助・給付の直接の対象とする事業であり、物価高騰の影響で苦しむ生活者、事業者を幅広く支援する

事業が多く確認された。

100%=
該当設問に回答のある生活者支援分
の臨時交付金充当総額［億円］
有効回答事業数= 2,541事業/ 2,581事業

1,212億円

100%=
該当設問に回答のある事業者支援分
の臨時交付金充当総額［億円］
有効回答事業数= 1,889事業/1,912事業

1,227億円
(95.8%)

53億円
(4.2%)

1,281億円

事業者を交付金による補助・給付の直接の対象とする事業
事業者が本来負担すべき費用等を減免する事業

1,452億円
(65.2%)

776億円
(34.8%)

生活者への直接給付
事業者への補助を通じた生活者への間接補助

2,229億円
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都道府県は事業者支援に交付金を多く充当している一方、
市町村は生活者支援に交付金を多く充当

２．重点支援地方交付金等_団体特性別の活用状況 ①団体区分別

• 都道府県では医療・介護施設等への支援や中小企業に対する支援を目的とした事業、市町村では子育て世帯への支援を目的とした事業が多く確認された。
• 小規模市町村では、物価高騰で苦しむ生活者への支援と地域経済活性化の両立を図る生活者支援事業が多く確認された。

充当額事業分類#

1,479億円中小企業向け1

779億円医療機関の経営持続に向けた支援2

633億円全世帯向け＊＊3

522億円子育て世帯に向けた直接支援4

515億円畜産・酪農業従事者向け5

充当額事業分類#

287億円全世帯向け＊＊1

286億円中小企業向け2

260億円給食費の減免等、子育て世帯の負担軽減を
目的とした小中学校への支援3

259億円介護施設・介護事業者の経営持続に向けた
支援4

213億円子育て世帯に向けた直接支援5

充当額事業分類#

900億円全世帯向け＊＊1

325億円子育て世帯に向けた直接支援2

263億円給食費の減免等、子育て世帯の負担軽減を
目的とした小中学校への支援3

220億円中小企業向け4

134億円農業従事者向け5

**全世帯向けの事業は商品券配布等の事業の実施を確認

9.1%

24.9%

21.8%

10.7%

13.6%

30.5%

23.9%

22.4%

7.3%

14.6%

7.8%

23.3%

15.0%

7.7%

7.8%

5.9%

2.6%
1.4%3.7%

政令市・中核市・特別区 10.2%2.1%2.3%3.6%

都道府県 6.2%1.6%

その他市町村 17.2%

2.8% 計6,992億円

計2,110億円

計3,086億円

事業分類別交付金充当額 【上位5分類】

【都道府県】 【政令市・中核市・特別区】 【その他市町村】

事業分類別交付金割当率＊ ＊推奨事業メニューに係る交付金充当額の総額を
100%として計算

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

消費下支え等を通じた生活者支援

省エネ家電等への買い替え促進による生活者支援

医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

農林水産業における物価高騰対策支援

中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援

地域公共交通や地域観光業等に対する支援

推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援
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三大都市圏では医療・介護施設への支援、地方圏では中小企業に対する支援が多く確認さ
れた

２．重点支援地方交付金等_団体特性別の活用状況 ②都市圏別

事業分類別交付金割当率＊1

19.8%

11.8%

15.9%

16.4%

22.7%

17.2% 14.8%

14.8%

20.0% 7.7%

3.3% 2.1% 4.6% 3.9% 12.9%三大都市圏

3.1% 1.4% 7.6%地方圏

計4,900億円

計7,287億円

＊1 推奨事業メニューに係る交付金充当額の総額を
100%として計算

事業分類別交付金充当額 【上位5分類】

充当額事業分類#

720億円全世帯向け1

711億円中小企業向け2

585億円子育て世帯に向けた直接支援3

405億円介護施設・介護事業者の経営持続に向けた支援4

382億円医療機関の経営持続に向けた支援5

【三大都市圏＊2 】

充当額事業分類#

1,274億円中小企業向け1

1,100億円全世帯向け2

511億円畜産・酪農業従事者向け3

491億円医療機関の経営持続に向けた支援4

475億円子育て世帯に向けた直接支援5

【地方圏】

＊2 三大都市圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県および都府県内市区町村を指す。地方圏はそれ以外の都道府県、市区町村。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

消費下支え等を通じた生活者支援

省エネ家電等への買い替え促進による生活者支援

医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

農林水産業における物価高騰対策支援

中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援

地域公共交通や地域観光業等に対する支援

推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援

• 地方圏では事業者支援分に多くの交付金が充当されており、農林水産業や地域公共交通・地域観光業等、地域経済の核となる産業への支援に重点が置かれている。
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事業分類（推奨事業メニュー）別の臨時交付金割当率詳細【団体区分別】
２．重点支援地方交付金等_団体特性別の活用状況 ②都市圏別

3.3

19.8

15.9

2.1

3.1

11.8

16.4

1.4

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う低所得世帯支援

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯支援

消費下支え等を通じた生活者支援

省エネ家電等への買い替え促進による
生活者支援

【推奨事業メニュー別臨時交付金割当率_経済対策分野Ⅱ】

三大都市圏
地方圏

24.0

5.0

16.0

4.0

18.0

15.0

20.0

8.0

医療・介護・保育施設、
公衆浴場等に

対する物価高騰対策支援

農林水産業における
物価高騰対策支援

中小企業に対する
エネルギー価格高騰対策支援

地域公共交通や
地域観光業等に対する支援

三大都市圏
地方圏

生活者支援分 事業者支援分
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推奨事業メニュー別臨時交付金割当率【都道府県別】 1/2
２．重点支援地方交付金等_団体特性別の活用状況 ③都道府県別

*都道府県別の割当率は管内の市町村分も含む
*青字は各都道府県にて割当率が最大の推奨事業メニューにおける割当率

 18都道府県は「中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援」への割当率が最大。
次いで、12府県は「医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支支援」への割当率が最大となっている。

臨時交付金割当率（推奨事業メニュー別）

都道府県 推奨事業メニュー
よりも更に効果が
あると考える支援

事業者支援分生活者支援分

地域公共交通や
地域観光業等に
対する支援

中小企業に対する
エネルギー価格高騰

対策支援

農林水産業における
物価高騰対策支援

医療・介護・保育施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対

策支援

省エネ家電等への
買い替え促進による
生活者支援

消費下支え等を通
じた生活者支援

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯

支援

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う低所得世帯

支援

7.3%8.6%18.7%19.6%11.9%0.5%12.6%16.5%4.3%北海道
6.2%9.8%26.7%9.6%3.3%6.2%9.8%26.7%9.6%青森県
6.8%26.4%17.5%23.0%0.7%6.8%26.4%17.5%23.0%岩手県
5.6%14.5%6.2%19.8%22.7%0.3%18.7%8.1%4.0%宮城県
8.3%13.3%11.6%18.5%13.9%1.8%16.4%5.8%10.4%秋田県
1.3%5.2%3.8%26.0%17.4%0.8%34.9%7.8%2.9%山形県
5.7%6.7%19.1%10.6%19.7%4.9%13.6%15.6%4.0%福島県

12.7%2.8%16.6%13.6%21.6%1.1%13.1%16.7%1.6%茨城県
9.8%4.0%16.3%20.1%18.0%1.1%19.5%10.8%0.3%栃木県

16.3%1.2%6.2%14.0%27.9%0.2%27.7%5.6%1.0%群馬県
3.8%1.4%21.0%3.7%24.9%3.9%18.2%20.7%2.4%埼玉県
1.8%6.9%16.9%9.1%18.3%4.9%10.3%29.1%2.6%千葉県
1.1%0.2%19.6%0.3%32.7%0.2%16.2%13.0%16.7%東京都
6.0%1.1%18.6%2.9%27.6%3.8%32.0%7.0%1.0%神奈川県
3.8%14.6%28.6%13.8%17.1%0.6%6.6%11.0%3.8%新潟県
1.2%7.4%40.1%8.2%22.6%0.1%9.7%10.7%0.0%富山県
0.7%1.9%22.2%9.2%23.2%3.1%19.7%17.7%2.3%石川県
6.3%11.7%31.5%10.2%19.2%2.7%10.1%7.2%1.2%福井県
3.0%5.3%8.2%9.6%39.7%4.6%13.0%6.7%9.9%山梨県

11.9%4.3%24.7%9.2%14.4%5.2%15.1%8.7%6.5%⾧野県
6.1%4.8%18.8%11.1%16.0%1.6%18.5%20.4%2.7%岐阜県
4.0%4.1%31.7%11.0%19.5%0.5%12.3%8.6%8.2%静岡県
3.8%6.5%11.4%8.8%18.6%1.1%11.9%36.6%1.3%愛知県
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推奨事業メニュー別臨時交付金割当率【都道府県別】 2/2
２．重点支援地方交付金等_団体特性別の活用状況 ③都道府県別

*都道府県別の割当率は管内の市町村分も含む
*青字は各都道府県にて割当率が最大の推奨事業メニューにおける割当率

臨時交付金割当率（推奨事業メニュー別）

都道府県 推奨事業メニュー
よりも更に効果が
あると考える支援

事業者支援分生活者支援分

地域公共交通や
地域観光業等に
対する支援

中小企業に対する
エネルギー価格高騰

対策支援

農林水産業における
物価高騰対策支援

医療・介護・保育施
設、公衆浴場等に
対する物価高騰対

策支援

省エネ家電等への
買い替え促進による
生活者支援

消費下支え等を通
じた生活者支援

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯

支援

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う低所得世帯

支援

1.8%5.1%30.1%12.2%20.3%3.3%16.0%10.7%0.4%三重県
20.1%10.0%5.6%9.8%10.3%4.3%16.9%20.2%2.9%滋賀県
8.7%6.6%21.4%9.0%38.0%0.0%12.8%2.9%0.8%京都府
41.2%3.7%5.8%0.3%15.7%0.3%7.0%25.4%0.5%大阪府
6.2%7.0%8.4%7.9%28.8%5.0%25.0%9.3%2.4%兵庫県
4.2%4.8%25.6%1.3%12.9%0.5%27.3%23.1%0.4%奈良県
7.3%5.0%25.5%9.2%13.2%0.3%20.7%18.3%0.4%和歌山県
2.9%16.1%29.5%7.9%22.6%0.1%9.5%4.8%6.7%鳥取県
5.6%6.6%28.8%16.1%19.3%0.5%18.6%3.6%0.8%島根県
5.0%3.0%26.0%15.8%17.5%2.1%17.2%10.7%2.7%岡山県
9.9%8.3%29.0%18.0%21.1%2.4%3.5%6.7%1.2%広島県
6.4%5.0%16.0%9.5%25.7%3.4%25.3%7.5%1.1%山口県
3.6%7.0%28.0%7.8%17.2%0.0%23.2%10.9%2.4%徳島県
0.4%4.4%30.4%12.2%18.8%1.3%13.4%11.7%7.4%香川県
1.9%2.8%28.9%12.5%9.2%0.7%30.2%12.7%0.9%愛媛県
1.5%12.6%26.2%19.7%7.0%2.8%18.4%10.4%1.3%高知県
3.4%3.3%15.0%13.9%25.5%1.2%25.2%11.7%0.8%福岡県

14.3%6.2%27.3%11.8%15.2%0.1%16.1%9.0%0.0%佐賀県
2.0%16.0%19.2%17.4%14.5%0.7%18.4%10.8%1.1%⾧崎県

18.8%12.9%5.5%9.7%12.5%0.5%27.6%11.2%1.2%熊本県
2.5%10.5%26.2%13.4%13.5%0.6%16.6%14.8%1.8%大分県
1.1%15.0%12.7%22.7%14.0%2.2%25.3%6.6%0.3%宮崎県

15.1%7.7%10.0%14.7%11.1%0.1%15.3%25.1%1.0%鹿児島県
33.1%10.1%19.4%11.7%3.6%0.3%5.1%15.2%1.5%沖縄県
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都市圏では子育て世帯への支援が目立つ一方、地方圏では全世帯を対象とした事業が多く
確認された。

２．重点支援地方交付金等＿生活者支援分の支援対象

支援対象【団体区分別】

3.4%

1.7%

13.8%

37.9%

43.1%

10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

住民税非課税世帯

高齢者

障害者
住民税非課税世帯以外の

低所得世帯
子育て世帯

全世帯**

その他

0.0%

0.0%

11.4%

3.6%

2.4%

6.0%

40.4%

19.3%

16.9%

10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

14.0%

3.2%

1.6%

4.6%

28.4%

37.2%

10.9%

10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% (%)
都道府県[N=44] 中核市以上[N=99] その他市町村[N=1,488]

：各類型上位３回答

個別調査対象事業*のみ
*各団体における生活事業者支援分任意選定1事業

（サンプル調査）

生活者支援分の事業数［事業］ 有効回答事業数 = 2,581事業
支援対象を複数選択している団体も確認されている。

9.5%
2.6%

0.9%
3.9%

37.7%
33.0%

12.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

住民非課税世帯

高齢者

障害者
住民税非課税世帯以外の

低所得世帯
子育て世帯

全世帯**

その他

15.3%
3.4%

1.9%
4.9%

25.4%
37.5%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
(%)

三大都市圏[N=446] 地方圏[N=1,185]

団体区分別

都市圏別

• 都道府県は全世帯向けの事業が多く、市町村では子育て世帯向けの事業が目立つ。

• 三大都市圏では子育て世帯への支援が目立つ一方、地方圏では全世帯向けの事業が目立つ。
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事業者支援分においては、介護施設・事業者や中小企業への支援が多く確認された。
２．重点支援地方交付金等＿事業者支援分の支援対象

支援対象に含めている業種【団体区分別】

31.3%
13.4%

3.0%
1.5%

6.0%
1.5%

10.4%

23.9%
1.5%

4.5%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

介護施設・介護事業者
私立学校
保育施設
保護施設

障害福祉事業者
公衆浴場

農業事業者・従事者
漁業事業者・従業者

畜産業事業者・従事者
酪農業事業者・事業者

林業事業者・従事者
中小企業
食品企業

宿泊事業者
観光事業者
飲食事業者

公共交通事業者

医療機関

運送事業者
水道事業者

下水道事業者
その他公営企業

0.0%
0.0%
0.0%

0.0%
0.0%

0.0%
0.0%
0.0%

0.0%

0.0%
0.0%
0.0%

その他交通事業者

5.6%
43.2%

4.8%

1.6%
0.8%

4.0%

3.2%

20.8%

0.8%

1.6%
4.0%

4.8%

4.8%

20.0% 40.0% 60.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
0.0%

5.8%
19.2%

4.6%

1.4%
0.7%

17.8%
2.0%

10.6%
2.5%

0.2%
17.7%

0.2%
1.1%
1.6%
1.2%

5.9%
0.6%

3.8%
0.3%
0.1%

2.5%

20.0% 40.0% 60.0%

0.1%

0.0%

都道府県[N=40] 中核市以上[N=98] その他市町村[N=1,308]

事業者支援分の事業数［事業］ 有効回答事業数＝1,208事業
支援対象を複数選択している団体も確認されている。

個別調査対象事業*のみ

*各団体における事業者支援分任意選定1事業（サンプル調査）

：各類型上位3回答 支援対象に含めている業種【都市圏別】

• 都道府県は医療施設への支援を行った事業への割当率が高く、市町村では、介護施設・介護事業者や中小企業への支援を行った事業が多く確認された。
• 都市圏別で見ると、三大都市圏では介護施設・介護事業者や中小企業への支援が多かった一方、地方圏では、支援対象が比較的分散していることが確認された。

8.0%
29.1%

0.4%
7.4%

2.2%
0.2%

8.2%
0.6%

5.4%
0.8%

22.6%
0.4%
0.4%
0.8%
0.8%

6.2%

3.0%
1.0%
0.2%
2.4%

20.0% 40.0% 60.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.2%
17.5%

3.5%

1.1%
0.9%

19.5%
2.3%

11.8%
2.7%

0.2%
16.6%

0.1%
1.3%
1.7%
1.3%

5.6%
0.8%

4.1%

2.6%

20.0% 40.0% 60.0%

0.1%

0.0%

0.0%
0.1%

三大都市圏[N=406] 地方圏[N=1,040]
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重点交付金等の事業のほぼ全てで、物価高騰の影響を受ける生活者・企業への支援に効
果的であったと回答。

２．重点支援地方交付金等＿事業効果

非常に効果的であった
53.2%

効果的であった
46.4% 0.4%

0.0%生活者支援分
(n=4,971）

非常に効果的であった
42.6%

効果的であった
57.0% 0.4%

0.1%事業者支援分
（n=7,750）

地域経済活性化への効果認識 • 生活者支援分、事業者支援分ともにほぼ全ての事業で効果の発現が確認された。

事業実施による効果概要（例示）*

重点交付金分等における物価高騰の影響を受ける生活者・企業への支援への効果認識の状況（典型的事業のみ）

非常に効果的であった
効果的であった
あまり効果的でなかった
効果的ではなかった

生活者支援分

事業者支援分

*個別調査における団体の回答結果、個別詳細ヒアリング調査や有識者ヒアリング結果等を参考にしつつ代表的、特徴的な効果について例示抜粋して整理したもの

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯支援

医療・介護・保育施設、公衆浴
場等に対する物価高騰対策支援

 保護者負担へ転嫁することなく栄養バランスや量を担保した給食を安定して提供できた（愛媛県西予市）
 コロナ禍で物価高騰の影響を受けた子育て世帯の経済的負担の軽減、生活支援に寄与（千葉県多古市）

 プレミアム付商品券の換金率は99%以上となり、原油価格や物価高騰の影響を受ける市民等を支援（青森
県青森市）

 市内の消費喚起を図るとともに、電子商品券発行によりキャッシュレス決済が普及し、デジタル化社会に対応
した地域経済構築を促進（佐賀県唐津市）

 光熱費等の支援により、医療施設等の経済負担が軽減し、経営の安定化が図られ、地域の安定した医療
提供体制の維持・確保に寄与（秋田県）

 光熱費を支援することで安定した保育園等の運営が可能となり、保護者の社会経済活動の継続に寄与
（埼玉県草加市）

 肥料価格の高騰に対処し、営農継続のモチベーションを向上につなげ、営農継続率100％を達成（香川県綾
川町）

 コロナ禍における電気・ガス料金の高騰の影響を受けた市内事業者の事業継続及び雇用維持を図ることに
寄与（大阪府泉大津市）

 エネルギー・燃料価格の高騰により経費負担が著しく増加した市内事業者に対し、光熱費負担を軽減するこ
とで、事業の維持継続及び安定に貢献（鳥取県米子市）

消費下支え等を通じた
生活者支援

農林水産業における
物価高騰対策支援

中小企業対するエネルギー価格
高騰対策支援
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３万円給付は大規模市町村の方が業務期間、支給期間共に⾧い傾向を確認。
一方、７万円給付の支給期間は団体区分別の差がほとんど無くなっている。

3．低所得世帯支援枠_事業実施期間

３万円給付 ７万円給付

7.27

4.46

8.00

5.66

8.35

5.13

7.21

4.41

業務期間 支給期間

全団体(n=1,434)
政令市、特別区(n=31)

中核市(n=51)
その他市町村(n=1,352)

4.40 4.28

6.35

4.31

6.14

4.524.29 4.27

業務期間 支給期間
＊ 業務期間：支給の準備から支給完了後の事務作業を終えるまでの期間

支給期間：支給開始日から最終支給日までの期間

低所得世帯支援枠の業務期間、支給期間*の平均（月）
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３万円給付では、中核市以上の大規模市町村を中心に24%の団体が支給対象を拡大。
７万円給付においても2割弱が支給対象を拡大した給付を実施。

3．低所得世帯支援枠_給付概要

348
(24%)

1,074
(76%)

全国
(n=1,422)

123
(31%)

279
(69%)

三大都
市圏

(n=402)

225
(22%)

795
(78%)

地方圏
(n=1020)

18
(60%)

12
(40%)

政令市、
特別区
(n=30)

28
(55%)

23
(45%)

中核市
(n=51)

302
(23%)

1,039
(77%)

その他市
町村

(n=1,341)

支給対象を拡大して支給 規定通りの対象に支給

支給対象を拡大した支給の実施状況

都市圏 団体区分

３万円給付

223
(16%)

1,146
(84%)

全国
(n=1,369)

67
(18%)

309
(82%)

三大都
市圏

(n=376)

156
(16%)

837
(84%)

地方圏
(n=993)

4
(13%)

26
(87%)

政令市、
特別区
(n=30)

7
(15%)

41
(85%)

中核市
(n=48)

212
(16%)

1,079
(84%)

その他市
町村

(n=1,291)

支給対象を拡大して支給 規定通りの対象に支給

７万円給付

都市圏 団体区分

• ７万円給付では、支給対象の拡大を行う中核市以上の大規模市町村が減少した。
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支給額を上乗せして支給したと回答した団体は３万円給付、７万円給付共に1%程度。
3．低所得世帯支援枠_給付概要

23
(1.6%)

1,392
(98.3%)

1
(0.1%)

全国
(n=1,416)

10
(2.5%)

389
(97.5%)

0
(0.0%)

三大都市圏
(n=399)

13
(1.3%)

1,003
(98.6%)

1
(0.1%)

地方圏
(n=1,017)

30
(100.0%)

政令市、
特別区
(n=30)

51
(100.0%)

0
(0.0%)

中核市
(n=51)

23
(1.7%)

1,311
(98.2%)

1
(0.1%)

その他市
町村

(n=1,335)

規定額以上に支給 規定額通りに支給 その他

都市圏 団体区分

14
(1.0%)

1,347
(98.9%)

1
(0.1%)

全国
(n=1,362)

4
(1.1%)

370
(98.7%)

1
(0.3%)

三大都市圏
(n=375)

10
(1.0%)

977
(99.0%)

0
(0.0%)

地方圏
(n=987)

1
(3.3%)

29
(96.7%)

政令市、
特別区
(n=30)

48
(100.0%)

中核市
(n=48)

13
(1.0%)

1,270
(98.9%)

1
(0.1%)

その他市
町村

(n=1,284)

都市圏 団体区分

支給額を上乗せした支給の実施状況

３万円給付 ７万円給付
100% = 該当設問に回答のある生活者支援分の団体数
有効回答団体数＝1,416団体/1,434事業

100% = 該当設問に回答のある生活者支援分の団体数
有効回答団体数＝1,362団体/1,434事業
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HP・広報誌等を通じた広報や未申請者への案内等の取組を行った団体を多く確認。
プッシュ型の給付金支給やマイナンバーを活用した支給を行った団体も一定数確認。

3．低所得世帯支援枠_臨時交付金の活用プロセス

38
(3%)来庁者にその場で給付金を支給

345
(24%)

住民からの返送を待たずに
給付金を支給

225
(16%)公金受取口座登録制度を活用

67
(5%)オンライン申請の活用

396
(28%)マイナンバーを活用した情報連携

実施した 実施していない

38
(3%)

530
(39%)

263
(19%)

133
(10%)

406
(30%)

３万円給付 ７万円給付

1,292
(91%)HP・広報誌等を通じた広報

167
(12%)

他の住民サービス提供時に
給付金に係る案内

908
(64%)未申請者への給付金の案内

1,230
(90%)

157
(12%)

829
(61%)

19
(1%)給付金支給に関する住民への広報

261
(18%)住民への申請書送付

391
(28%)住民からの問い合わせ対応

384
(27%)住民からの申請受付

69
(5%)振込業務

15
(1%)

241
(18%)

376
(28%)
361

(27%)
58

(4%)

迅速な支給に
向けた取組の
実施状況

漏れのない支給
に向けた取組の
実施状況

外部委託の
実施状況
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効果把握の結果、低所得世帯の暮らしの下支えへの効果が多く確認。
地域経済活性化に貢献したとの声も一部団体で確認。

3．低所得世帯支援枠_低所得世帯への給付による効果

生活者への暮らしの
下支えへの効果

地域経済活性化へ
の効果

• 商品券の給付による家計の負担軽減が図られたとともに、地域経済浮揚の即効性が高い商品券による地域経済の
維持、活性化の持続が図られた。

• 物価高騰に直面し影響をうけている低所得者への支援となり、個人消費の拡大により新型コロナウイルス感染症感
染拡大による売上減少や物価高騰の影響を受けている町内業者への支援、地域経済の活性化に繋がった。

• 調査回答者の91.8％が給付金事業に満足している。
• 住民税非課税世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持し、生活保護者（要保護、準要保護含
む）の増加の抑制あるいは生活改善などに貢献。

• 「コロナ禍で生活が苦しくなった（※支援金がコロナ禍の生活に役立った）」と回答した世帯が86％を占めており、給
付金の支給は、家計の支援に一定の効果があったと考える。

アンケート調査、ヒアリングで確認された声

85
(6.0%)

外部の定量データ、定性データを活用して効果把握を実施している

３万円給付における給付金支給後の定量・定性的な効果把握の実施状況 (n=1,413)

28.2% 29.4% 40.0%

給付金を支給
した住民への

アンケート調査・
ヒアリング調査

3.5%
経済団体への
アンケート調査・
ヒアリング調査

定量データを活
用した分析

その他

具体的な効果把握方法



23

有識者からの意見・評価

令和５年度は、国際情勢の変化や円安を契機とした物価高騰による影響を引き続き色濃く受けることとなった。
地域の産業構造や地理的要因、感染拡大状況等によってその影響は異なるが、三大都市圏においては、高齢者
施設や子育て世帯への支援を目的とした事業が比較的多く確認された一方、一次産業が盛んな地方圏において
は、畜産・酪農業従事者を支援対象とした事業も多く実施される等の特徴が確認された。

原油価格・物価高騰による影響が⾧引くなかで、地域によって求められる支援が変化しており、即応性がある支援
が求められる状況であったなか、地方公共団体の特性に応じた生活者支援・事業者支援が実施されたことが確認
された。
特に令和5年度においては、都道府県や政令市・中核市等の大規模市町村では医療・介護施設等への支援や中
小企業に対する支援に係る交付金割当率が高い一方、小規模な市町村では子育て世帯への支援や消費下支え
を目的とした全世帯向けの支援に係る交付金割当率が高く、経済の活性化も重視しているなど、コロナ禍、物価高
騰の影響で⾧期間苦しむ地域の経済構造に応じて交付金が活用されたと考えられる。

物価高騰への支援においては、影響が⾧期化しているなかで、国や都道府県が提供する定量データ、関係団体へ
のヒアリング等を通じ、より深刻な影響を受けている対象（主体や範囲等）の抽出や事業実施手法の検討を行っ
ている団体が確認された。予算額に限りがあるなかで、即応的な支援を求める対象への機動的な支援に加え、物
価高騰による影響の打破に向け、中⾧期的な好循環創出を目指した事業実施手法の検討も重要となる。

（１）⾧引く原油価格・物価の高騰で苦しむ地域産業の事業継続、生活者の暮らしの下支えの観点からの評価
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有識者からの意見・評価

低所得世帯への給付は、「支給期間における生活保護者の増加の抑制」や、「給付金を支給した世帯のほとんどが
給付金を生活費に充当しており、家計の支援に一定の効果があった」等の効果が確認されており、暮らしの下支え
に一定の効果があったと評価できる。

一部の地方公共団体では、推奨事業メニューや自治体の自主財源等を活用して給付対象を拡大した支給を実施
しており、地域の実情に応じて原油価格・物価高騰の影響で支援を必要としている対象を抽出し、支援が実施さ
れたと言える。今後、国の制度として給付金の支給対象を住民税非課税世帯としたことが適切であったか、物価上
昇の実態に即した支援額であったかは評価を検討する必要がある。

低所得世帯支援枠の活用プロセスについては、令和５年11月補正予算による７万円給付は令和５年３月予備
費による３万円給付と比較し、業務期間が短縮されるとともに、支給期間は特に支給対象が多い大規模団体に
おいて短縮されており、各地方公共団体が過去の給付金給付のノウハウやシステムを活用して迅速かつ効率的な
給付に向けた工夫を行っていると評価できる。

（２）低所得世帯への給付による生活者の暮らしの下支えの観点からの評価
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（３）臨時交付金全般の評価

有識者からの意見・評価

令和5年度に物価高騰への対応を目的に創設された物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金では、令和4
年度に重点交付金で設定された推奨事業メニューを引き続き活用し、地方公共団体に提示した。このことは、⾧引
く物価高騰の影響を受ける地方公共団体において即応的な支援を効率的に推し進める一助になったと考えられる。
一方でコロナ禍以降、⾧期間にわたって実施されている事業が確認されており、地方公共団体の財政的な負担に
なっているとの声も確認されている。そうした事業については、関係省庁において対応や検討を引き継ぐなどフォロー
アップする仕組みが必要だろう。

原油価格・物価高騰への対応を図る事業においても地方公共団体に対し、事業計画段階での成果指標の明記
や事業完了後の成果指標の計測を行うよう内閣府が働きかけたことにより、地方公共団体において定量的な効果
検証を行う習慣の定着に一歩前進したと考えられる。

原油価格・物価高騰への対応においては、短い検討時間のなかでも、より深刻な影響を受けている対象（主体や
範囲等）の抽出・精査に向けて、事業の検討体制・手法を地方公共団体で工夫することが求められる。
その意味で、地方公共団体において支援対象の選定を含めた検討プロセスの妥当性の評価・検証を行うことも重
要であろう。
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